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表紙*電子提供措置用*

第120期

定時株主総会
招集ご通知
　

目次
第120期定時株主総会招集ご通知 １

株主総会参考書類
第１号議案　剰余金処分の件 ６
第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を
　　　　　　除く。）５名選任の件 ７
第３号議案　会計監査人選任の件 12

第120期事業報告
1. 当行の現況に関する事項 13
2. 会社役員に関する事項 21
3. 社外役員に関する事項 26
4. 当行の株式に関する事項 29
5. 当行の新株予約権等に関する事項 30
6. 会計監査人に関する事項 30
7. 財務及び事業の方針の決定を支配する者の

在り方に関する基本方針 31
8. 業務の適正を確保するための体制及び

当該体制の運用状況 31
9. 特定完全子会社に関する事項 36

10. 親会社等との間の取引に関する事項 36
11. 会計参与に関する事項 36
12. その他 36

第120期計算書類
貸借対照表 37
損益計算書 38

第120期連結計算書類
連結貸借対照表 39
連結損益計算書 40

監査報告書
会計監査人の監査報告書謄本 41
連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本 43
監査等委員会の監査報告書謄本 45

　

日時

場所

議決権行使期限

2025年６月20日（金曜日）
午前10時（受付開始午前９時）

福島県郡山市中町19番１号

当行本店大会議室（６階）
(末尾の「定時株主総会会場ご案内図」をご参照ください｡)

2025年６月19日（木曜日）午後５時まで
当行は「スマート行使」を採用しております。
詳細は４ページをご参照お願いいたします。

証券コード：8563
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招集ご通知

(証券コード8563)
2025年５月29日

株　主　各　位
福島県郡山市中町19番１号
株式会社 大 東 銀 行
取締役会長兼社長 鈴 木 孝 雄

第120期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当行第120期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電
子提供措置をとっており、インターネット上の当行ウェブサイトに掲載しておりますので、以下のウェブ
サイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

　当行ウェブサイト　　https://www.daitobank.co.jp
　（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「大東銀行について」「株主・投資家情報」
　　「株主総会資料」「第120期定時株主総会」を順に選択いただき、ご確認ください。）
　また、電子提供措置事項は当行ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲載
しておりますので、以下よりご確認ください。

　東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
　（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「大東銀行」又は、「コー
ド」に「8563」を入力・検索し「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にあ
る「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日の現状に応じ当行の判断により、株主総会会場において株主さまの安全確保等のために必要
な措置を講じる場合もございますので、ご協力のほどお願い申し上げます。
　当日ご出席願えない場合は、郵送またはインターネットによる方法で議決権を行使することができま
す。郵送またはインターネットによる議決権行使にあたりましては、３ページから５ページの「議決権行

－ 1 －
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招集ご通知

1. 日　時 2025年６月20日（金曜日）午前10時
2. 場　所 福島県郡山市中町19番１号　当行本店大会議室（６階）
3. 株主総会の目的事項
報告事項 1.第120期 (2024年 4 月 1 日から

2025年 3 月31日まで) 事業報告及び計算書類報告の件

2.第120期 (2024年 4 月 1 日から
2025年 3 月31日まで) 連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連

結計算書類監査結果報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
第３号議案 会計監査人選任の件

使等についてのご案内」をご参照いただき、2025年６月19日（木曜日）午後５時までに議決権を行使く
ださいますようお願い申し上げます。

敬　具
記

以　上

◎　当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
また、会場において株主総会参考資料等の配布はございませんので、ダウンロードや印刷等の対応をお願いいた
します。

◎　当行は「スマート行使」を採用しております。４ページをご参照お願いいたします。
◎　招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、以下の事項につきましては、法令及び定款第16条の規定に基づき、

インターネット上の当行ウェブサイト（https://www.daitobank.co.jp/）及び東京証券取引所ウェブサイトに
掲載しておりますので、招集ご通知及び電子提供措置事項には記載しておりません。なお、監査等委員会及び会
計監査人は以下の事項を含む監査対象書類を監査しております。

　　　①　株主資本等変動計算書　　　　　　　　②　個別注記表（計算書類の注記）
　　　③　連結株主資本等変動計算書　　　　　　④　連結注記表（連結計算書類の注記）
◎　電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当行ウェブサイト及び東京証券取引所ウェブ

サイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。

－ 2 －
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議決権行使についてのご案内

議決権行使等についてのご案内
議決権は、以下の3つの方法により行使いただくことができます。

1株主総会に
ご出席される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提
出くださいますようお願い申し上げ
ます。
また、第120期定時株主総会招集ご
通知をご持参下さいますようお願い
申し上げます。

株主総会開催日時
2025年６月20日（金）

午前10時

2 郵送で議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙に議案に対する賛
否を表示していただいた上、行使期
限までに当行に到着するようご返送
ください。なお、書面による議決権
行使における各議案につき賛否を表
示されない場合は、賛成の表示が
あったものとして取扱わせていただ
きます。
※議決権行使書のご記入方法については、
下記をご参照ください。

行使期限
2025年６月19日（木）
午後５時までに到着

3 インターネットで議決権を
行使される場合

当行指定の議決権行使ウェブサイト
▶ https://soukai.mizuho-tb.co.jp/
にアクセスしていただき、行使期限ま
でに賛否をご入力ください。
※詳細は次ページの「インターネットに
よる議決権行使のご案内」をご覧くだ
さい。

行使期限
2025年６月19日（木）
午後５時までに入力

議決権行使書のご記入方法のご案内 こちらに、各議案の賛否をご記入ください。

賛成の場合

全員賛成の場合

「賛」の欄に○印

「賛」の欄に○印

「否」の欄に○印

「否」の欄に○印
「賛」の欄に○印をし、
否認する候補者の番号を 
ご記入ください。

否認の場合

全員否認する場合

一部の候補者を
否認する場合

第１号議案

第２号議案

右片の裏側にインターネットによる議決権行使に必要となる、
議決権行使コードとパスワードが記載されています。

（議決権行使書イメージ）
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本

第３号議案

－ 3 －
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議決権行使についてのご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使ウ
ェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」の議決権行使は１回のみ。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読取っていただくと、PC向けサイトへ
遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読取ってください。1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「次へ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

「初期パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

みずほ信託銀行　証券代行部　インターネットヘルプダイヤル
 0120-768-524

（受付時間　午前９時～午後９時）

－ 4 －
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議決権行使についてのご案内

https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

１．インターネットによる議決権行使について
(1) 「スマート行使」による方法

・議決権行使書用紙右片に記載のQRコードをスマートフォン※1でお読み取りいただき、当行指定の「スマート
行使」ウェブサイトへアクセスした上で画面の案内に従って賛否をご入力ください（議決権行使コード（ID）
及びパスワードのご入力は不要です）。

・「スマート行使」による議決権行使は１回に限らせていただきます。
議決権行使後に賛否を修正される場合は、下記(2)の方法により再度ご行使いただく必要があります。

(2) 議決権行使コード（ID）・パスワード入力による方法
当行指定の「議決権行使ウェブサイト」（下記ＵＲＬ）にアクセスしていただき、議決権行使書用紙右片の裏
側に記載の議決権行使コード（ID）及びパスワードにてログインの上、画面の案内に従って賛否をご入力くだ
さい。なお、パスワードは初回ログインの際に変更していただく必要があります。

(3) 議決権行使コード（ID）及びパスワード（株主さまが変更されたものを含みます）は株主総会の都度、新たに
発行いたします。

(4) パスワードは、ご行使される方が株主さまご本人であることを確認する手段ですので大切にお取り扱いくださ
い。なお、パスワードを当行及び株主名簿管理人よりお尋ねすることはありません。

(5) パスワードは一定回数以上連続して誤ったご入力をされると使用できなくなります。その場合、画面の案内に
従ってお手続きください。

（ご注意）
・議決権の行使期限は2025年６月19日（木曜日）午後５時となっております。行使期限内に入力を完了
したものが有効となりますので、お早めにご行使いただきますようお願いいたします。

・議決権を議決権行使書面とインターネットの双方でご行使いただいた場合は、インターネットによるものを有効
とします。インターネットにより複数回ご行使いただいた場合は、最後にご行使いただいたものを有効としま
す。

・インターネット接続・利用に関する費用は株主さまのご負担となります。
・インターネットによる議決権の各方法は一般的なインターネット接続機器にて動作確認を行っておりますが、お
使いの機器やその状況によってはご利用いただけない場合があります。

２．お問い合わせ先について
ご不明点は、株主名簿管理人であるみずほ信託銀行　証券代行部までお問い合わせください。
【「スマート行使」「議決権行使ウェブサイト」の操作方法等に関する専用お問い合わせ先】
フリーダイヤル　0120－768－524（受付時間　午前９：00～午後９：00）

※1　QRコードを読み取れるアプリケーション（または機能）が導入されていることが必要です。

－ 5 －
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剰余金処分議案

株主総会参考書類

当行普通株式１株につき金32円 総額 404,906,528円

議案及び参考事項

第１号議案　剰余金処分の件
　剰余金の処分につきましては、次のとおりといたしたいと存じます。
　期末配当に関する事項
　第120期の期末配当につきましては、安定的な配当の継続と当期の業績等を勘案いたしまして
次のとおりといたしたいと存じます。
　なお、内部留保資金につきましては、引き続き経営基盤の充実と経営体質の強化を図るための
効果的な投資等に有効に活用してまいります。
１．配当財産の種類

金銭
２．株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

３．剰余金の配当が効力を生じる日
2025年６月23日

－ 6 －
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取締役選任議案

候補者番号 氏　名 現在の当行における地位及び担当

1 す 　 ず

鈴
き

木
 

　
た 　 か

孝
お

雄 再 任 社 内
　

取締役会長兼社長（代表取締役）
経営部担当

2 お か

岡
 

　
や す

安
ひ ろ

廣 再 任 社 内
　

専務取締役（代表取締役）
人事総務部、営業開発部担当

3 す ず

鈴
き

木
 

　
た す く

輔 再 任 社 内
　

取締役
営業開発部長
証券国際部、事務システム部担当

4 お お

大
や

八
ぎ

木
 

　
た か

孝
ゆ き

之 再 任 社 内
　

取締役
審査部長
審査部担当、人事総務部副担当

5 は た

畑
な か

中
 

　
あ つ

敦
し

志 新 任 社 内
　

執行役員
郡山北ブロック長兼本店営業部長
兼深沢支店長

再　任
　

…再任取締役候補者 新　任
　

…新任取締役候補者 社　内
　

…社内取締役候補者

第2号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員（5名）は、本総
会の終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役５名の選任をお願いいたしたい
と存じます。
　なお、監査等委員会より、本議案は当行の取締役候補者の指名方針に従い、指名・報酬委員
会における審議を経て適切に取締役候補者が選任されており、各候補者は当行の取締役として
適任であるとの意見を得ております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 7 －
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取締役選任議案

候補者
番　号 1

　

す ず

鈴
き

木
 

　
た か

孝
お

雄（1953年11月15日生） 再 任 社 内
　　

所有する当行の
普通株式数
30,338株

　

略歴、当行における地位、担当及び重要な兼職の状況
    1976年    4月 当行入行
    1996年    2月 同　うねめ支店長
    1998年    3月 同　本店営業部副部長
    2001年    4月 同　二本松支店長
    2003年    3月 同　朝日エリア長兼朝日支店長
    2004年    6月 同　常務取締役
    2008年    6月 同　専務取締役
    2010年    6月 同　取締役社長（代表取締役）
    2023年    6月 同　取締役会長（代表取締役）
    2024年    3月 同　取締役会長兼社長（代表取締役）

現在に至る
【担当】経営部

取締役候補者とした理由
　支店長を歴任し豊富な業務知識・業務経験を有しているほか、2004年の常務取締役就任以来、
専務取締役、取締役社長を歴任するなど経営経験も豊富であることから、銀行の経営管理を的
確・公正かつ効率的に遂行できる人物と判断し、引き続き取締役に選任をお願いするものです。

　
候補者
番　号 ２

　

お か

岡　
 

　
や す

安
ひ ろ

廣（1955年11月30日生） 再 任 社 内
　　

所有する当行の
普通株式数
19,057株

　

略歴、当行における地位、担当及び重要な兼職の状況
    1974年    4月 当行入行
    1999年    3月 同　石川支店長
    2001年    4月 同　川俣支店長
    2003年    3月 同　白河支店長
    2004年    6月 同　債権管理部長
    2008年    7月 同　執行役員審査部長
    2010年    6月 同　取締役審査部長
    2013年    6月 同　常務取締役（代表取締役）
    2022年    6月 同　専務取締役（代表取締役）

現在に至る
【担当】人事総務部、営業開発部

取締役候補者とした理由
　支店長や債権管理部長、審査部長を務める等、豊富な業務知識・業務経験を有しているほか、2010
年の取締役就任以来、常務取締役、専務取締役を歴任するなど経営経験も豊富であることから、銀行の
経営管理を的確・公正かつ効率的に遂行できる人物と判断し、引き続き取締役に選任をお願いするもの
です。
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候補者
番　号 3

　

す ず

鈴
き

木　
 

　
たすく

輔 （1975年２月21日生） 再 任 社 内
　　

所有する当行の
普通株式数
8,245株

　

略歴、当行における地位、担当及び重要な兼職の状況
    1997年    4月 当行入行
    2011年    7月 同　経営部主任調査役
    2013年    10月 同　事務部主任調査役
    2014年    7月 同　システム部主任調査役兼事務部主任調査役
    2016年    7月 同　経営部副部長
    2020年    7月 同　人事総務部長
    2022年    6月 同　執行役員人事総務部長
    2023年    6月 同　取締役事務システム部長

2024年    7月 同　取締役営業開発部長
現在に至る
【担当】証券国際部、事務システム部

取締役候補者とした理由
　人事総務部長、事務システム部長、営業開発部長を務める等、豊富な業務知識・業務経験を有
しており、その職務・職責を適切に果たしております。これらの経験・知見に基づき、銀行の経
営管理を的確・公正かつ効率的に遂行できる人物と判断し、引き続き取締役に選任をお願いする
ものです。　

候補者
番　号 ４

　

お お

大
や

八
ぎ

木
 

　
た か

孝
ゆ き

之 （1961年６月13日生） 再 任 社 内
　　

所有する当行の
普通株式数
12,008株

　

略歴、当行における地位、担当及び重要な兼職の状況
    1984年    4月 当行入行
    2003年    4月 同　鶴見坦支店長兼郡山開成支店副支店長
    2004年    6月 同　新白河駅前支店長兼白河支店副支店長
    2007年    7月 同　宇都宮支店長
    2008年    7月 同　宇都宮支店長兼宇都宮ローンセンター長
    2010年    7月 同　安積ブロック長兼安積支店長
    2012年    7月 同　会津ブロック長兼会津支店長
    2014年    7月 同　債権管理部副部長兼審査部副部長
    2015年    7月 同　審査部副部長
    2016年    4月 同　朝日ブロック長兼朝日支店長兼若葉支店長
    2018年    6月 同　人事総務部付株式会社大東リース出向(同社取締役社長)
    2020年    7月 同　審査部長
    2021年    6月 同　執行役員審査部長

2024年    6月 同　取締役審査部長
現在に至る
【担当】審査部担当、人事総務部副担当

取締役候補者とした理由
　支店長や審査部長を歴任し豊富な業務知識・業務経験を有しており、その職務・職責を適切に
果たしております。これらの経験・知見に基づき、銀行の経営管理を的確・公正かつ効率的に遂
行できる人物と判断し、引き続き取締役に選任をお願いするものです。　
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候補者
番　号 ５

　

は た

畑
な か

中
 

　
あ つ

敦
し

志 （1969年12月17日生） 新 任 社 内
　　

所有する当行の
普通株式数
8,216株

　

略歴、当行における地位、担当及び重要な兼職の状況
1993年    4月 当行入行
2012年    7月 同　若葉支店長
2013年    7月 同　原町支店長
2016年    7月 同　植田支店長
2019年    4月 同　関東ブロック長兼宇都宮支店長兼宇都宮ローンセンター長
2022年    4月 同　福島ブロック長兼福島支店長兼福島南支店長
2022年    6月 同　執行役員福島ブロック長兼福島支店長兼福島南支店長
2023年    7月 同　執行役員郡山北ブロック長兼本店営業部長兼深沢支店長

現在に至る

取締役候補者とした理由
　支店長を歴任し豊富な業務知識・業務経験を有しており、その職務・職責を適切に果たしてお
ります。これらの経験・知見に基づき、銀行の経営管理を的確・公正かつ効率的に遂行できる人
物と判断し、取締役に選任をお願いするものです。

　
（注）　各取締役候補者と当行との間には、特別の利害関係はありません。
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氏名 性別 独立性
社外

特に期待する知識・経験・能力

企業経営 金融実務 営業
ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

法務
ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ 財務・会計 人事労務 IT

デジタル 地域経済

鈴木　孝雄 男性 ● ● ● ● ● ●

岡　　安廣 男性 ● ● ● ● ●

鈴木　　輔 男性 ● ● ● ● ●

大八木　孝之 男性 ● ● ● ● ●

畑中　敦志 男性 ● ● ●

渡辺　宏和 男性 ● ● ● ●

瓜生　利典 男性 ● ● ● ● ●

松本　順丈 男性 ● ● ● ● ●

金成　孝典 男性 ● ● ● ●

菅波　香織 女性 ● ● ● ●

 [ ご 参 考 ] 本総会終結後の取締役のスキルマトリックス（予定）

　渡辺宏和は取締役監査等委員であります。瓜生利典、松本順丈、金成孝典及び菅波香織は社外取締役監査等委員であります。
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監査等

名　称 太陽有限責任監査法人
事業所 主たる事業所 東京都港区元赤坂一丁目２番７号　赤坂Ｋタワー
沿　革     1971年    9 月 太陽監査法人設立

    2006年    1 月 太陽監査法人とＡＳＧ監査法人が合併し太陽ＡＳＧ監査法人となる
    2008年    7 月 有限責任組織形態に移行、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人となる
    2012年    7 月 永昌監査法人と合併
    2013年    10月 霞が関監査法人と合併
    2014年    10月 太陽有限責任監査法人に社名変更
    2018年    7 月 優成監査法人と合併

概　要 資本金 530百万円
構成人員 代表社員・社員 95名

特定社員 5名
公認会計士 376名
公認会計士試験合格者等 253名
その他専門職 216名
事務職員 101名
顧問 1名
契約職員 276名
合計 1,323名

監査関与会社 1,120社

第３号議案　会計監査人選任の件
　当行の会計監査人であるEY新日本有限責任監査法人は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了
により退任となります。
　つきましては、新たに太陽有限責任監査法人を会計監査人に選任することにつきご承認をお願いした
いと存じます。なお、本議案は監査等委員会の決定に基づき付議しております。
　監査等委員会は、現会計監査人の監査継続年数は長期にわたっており、新たな視点での監査が必要と
の理由により、従前より他の監査法人と比較検討を行ってまいりました。
　監査等委員会が太陽有限責任監査法人を会計監査人の候補者とした理由は、当行の事業規模に適した
新たな視点での監査が期待できることに加え、会計監査人に必要とされる専門性、独立性、品質管理体
制及び監査報酬の水準等を総合的に勘案した結果、当行の会計監査人として適任であると判断したため
であります。
　会計監査人候補者の概要等は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2025年３月31日現在)

以　上
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企業集団の事業の経過及び成果等

第120期 (2024年 4 月 1 日から
2025年 3 月31日まで) 事業報告

1.　当行の現況に関する事項
（1）企業集団の事業の経過及び成果等
［企業集団の主要な事業内容］

当行グループは、当行及び連結される子会社等２社で構成され、銀行業を中心に、クレジットカ
ード事業、リース事業及び信用保証事業等の金融サービスに係る事業を行っております。

［金融経済環境］
当事業年度におけるわが国経済は、物価と賃金がともに上昇する中、企業経営は総じて堅調さを

維持しましたが、家計消費については、賃金の伸びが物価上昇を安定的に上回る状況には至らず、
力強さを欠いた状態が続きました。また、米国の金融政策が利下げ継続の基本路線で進む中、わが
国においては２％の物価安定目標の持続的・安定的な実現という観点から、昨年7月に政策金利が
0.25％へ引き上げられ、本年1月には0.5％への追加利上げが実施されました。

当行の主たる営業基盤である福島県の経済動向を見ますと、人手不足や物価上昇などが企業や家
計の負担となり、総じて持ち直しのペースは鈍化し、足元は足踏みの状態が続いております。

［事業の経過及び成果］
このような金融経済環境の中、当行は「企業価値の更なる向上により、持続可能な経営基盤を確

立する」という経営姿勢を掲げ、「第６次中期経営計画」（2023年4月～2026年3月）の経営戦略
や経営指標の達成に向け取り組んでおります。

（法人コンサルティングの取組み）
原材料価格の高騰や人手不足等の影響が懸念される中、事業を営んでおられるお客さまに対して

は、資金繰り支援に加え、補助金情報の提供・申請支援など、お客さまの実態を踏まえた支援に取
り組んでまいりました。また、お客さまが抱える経営課題や地域の産業構造変革に対応するため、
事業承継・M＆A支援、ICTコンサルティング、SDGs取組み支援、経営改善支援等にも積極的に取
り組んでまいりました。
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(資産形成支援の取組み)
個人のお客さまに対しては、長期的な資産形成に資することを目的に投資信託ラインナップの充

実や、各種セミナーを開催いたしました。また、住宅ローンにおいても、新たな保証会社との提携
等により、商品性の多様化を図ることで、住宅取得ニーズへの対応を強化しました。

(人財活躍促進の取組み)
年齢や性別にとらわれない多様な人財の活躍を促進するため、若手職員の積極登用、女性活躍促

進、育児支援、ワークライフバランスの拡充など、人材育成環境の整備に継続的に取り組んでまい
りました。また、働きやすい職場環境の創出や生産性向上に向け、従業員及びその家族の健康の維
持・増進に取り組み、その結果、経済産業省が実施する健康経営優良法人認定制度において、「健
康経営優良法人2025」の認定を受けました。

(サステナビリティ経営に向けた取組み)
　当行グループでは、経営理念に基づく企業活動や気候変動等の環境問題など地域社会を取り巻く
様々な課題の解決に向けた活動に取り組むため、「サステナビリティ方針」を制定しております。
その中で、「地域経済・社会」、「ダイバーシティ」、「金融サービス」、「環境保全」をSDGs
目標達成のための重点テーマとし、ESG経営を念頭においた活動を展開しております。今後もそれ
らの活動を通し、地域の発展と企業価値の向上の両立を目指す持続的経営に努めてまいります。
　このような取組みの結果、当行の業績は以下のとおりとなりました。

（主要勘定）
預金（譲渡性預金を含む）につきましては、公金預金及び個人預金が増加したことから、前

期末比125億円増加して8,054億円となりました。
貸出金につきましては、個人向け貸出を中心に残高が増加したことなどから、前期末比135

億円増加して6,674億円となりました。
（損益）

経常収益は、貸出金利息や有価証券利息配当金などの増加に伴い資金運用収益は増加した一
方、役務取引等収益の減少などから、前期比４億３百万円減少して118億57百万円となりまし
た。

一方、経常費用は、国債等債券売却損の減少に伴うその他業務費用の減少から、前期比５億
40百万円減少して99億12百万円となりました。

この結果、経常利益は、前期比１億36百万円増加して19億45百万円、当期純利益は、前期
比76百万円増加して12億91百万円となりました。
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（連結損益）
当行グループ全体の業績につきましては、主として単体の業績の影響により、経常利益は20

億17百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は13億30百万円となりました。

［対処すべき課題］
当行を取り巻く経営環境は、地域の人口減少やデジタル化など長期的な社会構造の変化が進む

中、人手不足や物価上昇などが企業収益や家計の負担となっております。また、足元では、米国の
通商政策がもたらす影響が懸念されております。

このような状況の中、「共創力と提案力で地域の豊かな未来を実現する」という経営理念のも
と、当行は地域社会やお取引先の課題を解決することにより、持続的で安定した収益を上げていく
ことを社会的存在意義と捉え、その実現に向けて取り組んでまいります。

また、経営理念の実現においては、以下の基本方針（パーパス）を徹底してまいります。
①顧客保護
・地域の方々の大切なご預金の運用としてふさわしい運用商品を選定します。
・融資の可否のみならず、お客さまの利益を考えた与信判断・アドバイスを実践します。
②競争戦略
・リスクやコストを戦略的にコントロールすることで質的優位の経営を目指します。
③実質主義
・名実が一体となるよう、実質本位の行動を実践します。
これらの取組みにより、企業価値を一層高め、これまで構築した経営基盤を持続可能なものとす

ることを目指してまいります。株主の皆さまにおかれましては、一層のご支援、ご指導を賜ります
ようお願い申し上げます。
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2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

経 常 収 益 12,887 13,023 13,579 13,233

経 常 利 益 2,194 2,017 1,892 2,017
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 1,201 1,283 1,255 1,330

包 括 利 益 △745 △2,477 2,110 △5,401

純 資 産 額 39,634 36,769 38,515 32,718

総 資 産 970,147 894,997 876,894 851,063

（2）企業集団及び当行の財産及び損益の状況
イ．企業集団の財産及び損益の状況

（単位：百万円）

（注）記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。

－ 16 －



2025/05/19 10:27:22 / 24179315_株式会社大東銀行_招集通知_電子提供措置用

企業集団及び当行の財産及び損益の状況

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
預 金 741,876 725,805 722,705 732,774

定 期 性 預 金 222,246 206,651 193,111 210,647
そ の 他 519,629 519,153 529,594 522,126

貸 出 金 637,204 661,247 653,908 667,440
個 人 向 け 248,735 275,580 285,319 291,662
中 小 企 業 向 け 241,291 231,120 207,968 203,075
そ の 他 147,178 154,546 160,620 172,702

有 価 証 券 177,871 142,539 132,127 130,434
国 債 52,656 36,853 39,193 48,453
そ の 他 125,214 105,686 92,933 81,980

総 資 産 966,480 891,599 873,657 847,977
内 国 為 替 取 扱 高 1,988,782 1,968,587 1,978,275 1,979,681

外 国 為 替 取 扱 高 百万ドル
38

百万ドル
15

百万ドル
0

百万ドル
0

経 常 利 益 2,092 1,863 1,808 1,945
当 期 純 利 益 1,153 1,216 1,214 1,291
１株当たり当期純利益 91円06銭 96円10銭 95円80銭 101円98銭

ロ．当行の財産及び損益の状況
（単位：百万円）

（注）1.　記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
2.　預金には譲渡性預金は含んでおりません。
3.　１株当たり当期純利益は、当期純利益を期中の平均発行済株式数で除して算出しております。
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企業集団の使用人の状況、企業集団の主要な営業所等の状況

当 年 度 末

銀行業 クレジット
カード事業

リース
事　業

信用保証
事　　業

使 用 人 数 411人 ６人 ２人 ０人

当 年 度 末
使 用 人 数 411人
平 均 年 齢 40年　7月
平 均 勤 続 年 数 17年　9月
平 均 給 与 月 額 342千円

（3）企業集団の使用人の状況
イ．企業集団の使用人数

（注）使用人数は就業人員数であり、出向受を含み、臨時雇員及び嘱託を含んでおりません。

ロ．当行の使用人の状況

（注）1.　使用人数は就業人員数であり、出向受を含み、臨時雇員及び嘱託を含んでおりません。
2.　平均年齢、平均勤続年数及び平均給与月額は、それぞれ単位未満を切り捨てて表示しております。
3.　平均給与月額は、時間外手当を含む３月中の平均給与月額であります。

（4）企業集団の主要な営業所等の状況
イ．銀行業
(ｲ) 当行の主要な営業所及び営業所数

福島県：本店営業部はじめ53店
栃木県：宇都宮支店
埼玉県：さいたま支店
東京都：東京支店

(ﾛ) 当行を所属銀行とする銀行代理業者の一覧
　該当ありません。

(ﾊ) 当行が営む銀行代理業等の状況
　該当ありません。

ロ．クレジットカード事業
株式会社大東クレジットサービス：郡山市中町19番１号

ハ．リース事業、信用保証事業
株式会社大東リース：郡山市中町19番１号
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設備投資の状況、重要な子会社等の状況、事業譲渡等の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

設備投資の総額 244

（5）設備投資の状況
イ．設備投資の総額

（単位：百万円）

（注）記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。

ロ．重要な設備の新設等
　　該当ありません。

ハ．重要な設備の処分
　　該当ありません。

会 社 名 所 在 地 主要業務内容 資本金
当行が有する
子 会 社 等 の
議 決 権 比 率

その他

株式会社
大東クレジット
サービス

郡山市中町
19番１号

クレジットカードの
取扱いに関する業務 40百万円 43.75％ ―

株式会社
大 東 リ ー ス

郡山市中町
19番１号

各種物件等に係るリ
ース業務及び住宅ロ
ーン等の保証業務

380百万円 85.30％ ―

（6）重要な子会社等の状況
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設備投資の状況、重要な子会社等の状況、事業譲渡等の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

重要な業務提携の概況
①第二地銀協地銀36行の提携により、現金自動設備の相互利用による現金自動引出しのサービ
ス（略称ＳＣＳ）を行っております。

②第二地銀協地銀36行、都市銀行5行、信託銀行3行、地方銀行61行、信用金庫255金庫（信
金中央金庫を含む）、信用組合139組合（全信組連を含む）、系統農協・信漁連552（農林
中金、信連を含む）、労働金庫14金庫（労金連を含む）との提携により、現金自動設備の相
互利用による現金自動引出しのサービス（略称ＭＩＣＳ）を行っております。

③第二地銀協地銀36行の提携により、通信回線を利用したデータ伝送の方法による取引先企業
との間の総合振込等のデータの授受のサービス及び入出金取引明細等のマルチバンクレポー
トサービス（略称ＳＤＳ）を行っております。

④株式会社ゆうちょ銀行との提携により、CAFIS経由方式で現金自動設備の相互利用による現
金自動引出し・入金のサービスを行っております。

⑤株式会社セブン銀行との提携により、コンビニエンスストア等の店舗内に設置された現金自
動設備による現金自動引出し・入金のサービスを行っております。

⑥株式会社イオン銀行との提携により、現金自動設備の相互利用による現金自動引出し・入金
のサービスを行っております。

⑦株式会社ローソン銀行との提携により、コンビニエンスストア等の店舗内に設置された現金
自動設備による現金自動引出し・入金のサービスを行っております。

⑧株式会社イーネットとの提携により、コンビニエンスストア等の店舗内に設置された現金自
動設備による現金自動引出し・入金のサービスを行っております。

（7）事業譲渡等の状況
　該当ありません。

（8）その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当ありません。
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会社役員に関する事項

氏 名 地 位 及 び 担 当 重 要 な 兼 職 そ の 他

鈴 木 孝 雄
取 締 役 会 長 兼 社 長
(代　   表　   取　   締　   役)
経 営 部 担 当

― ―

岡 　 安 廣
専 務 取 締 役
(代　   表　   取　   締　   役)
人事総務部、営業開発部担当

― ―

古 川 光 雄 常 務 取 締 役
監 査 部 担 当 ― ―

鈴 木 　 輔
取 締 役
営 業 開 発 部 長
証券国際部、事務システム部担当

― ―

大 八 木 　 孝 之
取 締 役
審 査 部 長
審 査 部 担 当
人 事 総 務 部 副 担 当

― ―

渡 辺 宏 和 取 締 役 常 勤 監 査 等 委 員 ― ―

瓜 生 利 典 取 締 役 監 査 等 委 員
(社　　   外　　   役　　   員)

　株式会社エフコム
　取締役相談役
　株式会社エフコムホールディングス
　取締役副社長
　株式会社エフコムマーケティング
　代表取締役社長
　株式会社マイコム
　代表取締役社長
　株式会社会津エフコム
　代表取締役社長

―

松 本 順 丈 取 締 役 監 査 等 委 員
(社　　   外　　   役　　   員)

　GPSSホールディングス株式会社
　執行役員
　GPSSイノベーションキャピタル株式会社
　代表取締役

―

金 成 孝 典 取 締 役 監 査 等 委 員
(社　　   外　　   役　　   員) ― ―

菅 波 香 織 取 締 役 監 査 等 委 員
(社　　   外　　   役　　   員) 　弁護士 ―

2.　会社役員に関する事項
（1）会社役員の状況

（年度末現在）
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会社役員に関する事項

区
分

支 給
人 数 報 酬 等 基 本 報 酬 業 績 連 動

報 酬 等
非 金 銭
報 酬 等

そ の 他 の
報 酬 等

取締役(監査等委員を除く) ６名 125 95 19 10 ０
取締役(監査等委員) ８名 28 28 － － －

計 14名 154 124 19 10 0

（注）１.　取締役瓜生利典氏、取締役松本順丈氏、取締役金成孝典氏及び取締役菅波香織氏につきましては、東京証
券取引所に対し、独立役員として届け出ております。

２.　2024年６月21日開催の第119期定時株主総会終結の時をもって、取締役三浦謙一氏、取締役監査等委員
清水紀男氏、松本三加氏、菅野裕之氏は退任いたしました。

３.　当行は、取締役会以外の重要な会議への出席を継続的・実効的に行うなど、情報収集や監査の実効性を高
めることを目的として、常勤の監査等委員を置いております。

（2）会社役員に対する報酬等
イ．当事業年度に係る報酬等の総額等

（単位：百万円）

（注）1.　その他の報酬等は、報酬以外の金額であります。
2.　上記には、2024年６月21日開催の第119期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役４名を含んで

おります。
3.　記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。

ロ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　当行は、指名・報酬委員会の審議を経た上で、取締役会において、取締役（監査等委員
である取締役を除く。）の報酬等の決定方針を決議しております。
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の決定方針は次のとおりでありま
す。
(ｲ)基本方針
　当行の取締役（監査等委員である取締役を除く。以下ロ．(ﾎ)まで「取締役」という。）
の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能する報酬体系
とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基
本方針とする。
　具体的には、取締役の報酬は、固定報酬としての基本報酬、業績連動報酬等及び非金銭
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会社役員に関する事項

報酬等により構成し、監督機能を担う社外取締役については、その職務に鑑み、基本報酬
のみを支払うこととする。
(ﾛ)基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期

又は条件の決定に関する方針を含む。）
　当行の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応じて当行
の業績、従業員給与の水準等を考慮しながら、総合的に勘案して決定するものとする。
(ﾊ)業績連動報酬等並びに非金銭報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針

（報酬等を与える時期又は条件の決定に関する方針を含む。）
　業績連動報酬等は役員賞与（現金報酬）とし、業績向上に対する意識を高めるため、各
事業年度の「親会社株主に帰属する当期純利益」に応じた報酬枠の範囲内で支給額を決定
する。目標となる業績指標とその値は、適宜、環境の変化に応じて指名・報酬委員会の答
申を踏まえた見直しを行うものとする。
　非金銭報酬等は譲渡制限付株式報酬とし、企業価値の持続的な向上を図るインセンティ
ブとなるよう、基本報酬や業績連動報酬の支給水準、役員報酬全体における各報酬の構成
割合等を考慮し決定する。
(ﾆ)金銭報酬の額、業績連動報酬等の額又は非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の

額に対する割合の決定に関する方針
　取締役の種類別の報酬割合については、指名・報酬委員会において検討を行う。取締役
会は指名・報酬委員会の答申内容を尊重し、当該答申で示された種類別の報酬割合の範囲
内で取締役の個人別の報酬等の内容を決定することとする。
　種類別の報酬割合は、基本報酬の3割程度を目安に業績連動報酬等、基本報酬と業績連
動報酬等を合わせた金銭報酬の2割程度を目安に非金銭報酬等を支払うものとする。
(ﾎ)取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
　取締役会は、各取締役の基本報酬及び業績連動報酬等の個人別の額は、指名・報酬委員
会に原案を諮問し答申を得るものとし、当該答申の内容を尊重し決定しなければならない
こととする。
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会社役員に関する事項

　取締役会は、当事業年度に係る取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等に
ついて、報酬等の内容の決定及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方
針と整合していることや、指名・報酬委員会からの答申が尊重されていることを確認して
おり、当該方針に沿うものであると判断しております。
　なお、監査等委員である取締役の報酬については、監査等委員である取締役の協議によ
り決定しております。

ハ．取締役の報酬等についての株主総会決議に関する事項
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は、2020年6月26日開催の
第115期定時株主総会において、年額180百万円以内と決議しております（使用人兼務取
締役の使用人分給与は含まない。）。当該定時株主総会終結時点の取締役（監査等委員で
ある取締役を除く。）の員数は7名以内であります。
　監査等委員である取締役の報酬限度額は、同株主総会において、年額66百万円以内と決
議しております。当該定時株主総会終結時点の監査等委員である取締役の員数は5名以内
であります。
　また、上記報酬枠とは別枠で2022年6月24日開催の第117期定時株主総会において、
取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式の付
与のために支給する金銭報酬債権の総額を年額36百万円以内、かつ発行又は処分される当
行の普通株式の総数を年63,000株以内と決議しております。当該定時株主総会終結時点
の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）の員数は7名以内でありま
す。
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会社役員に関する事項

氏 名 責 任 限 定 契 約 の 内 容 の 概 要
瓜 生 利 典 　当行は会社法第427条第１項の規定により、社外役員との間に、善意

にしてかつ重大な過失がないときは損害賠償責任を限定する契約を締結
しております。当該契約に基づく賠償責任の限度額は、100万円又は法
令が規定する最低責任限度額のいずれか高い額であります。

松 本 順 丈
金 成 孝 典
菅 波 香 織

ニ．業績連動報酬等に関する事項
　業績連動報酬については、前述の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等
の決定方針における、金銭報酬の額、業績連動報酬等の額又は非金銭報酬等の額の取締役
の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針（報酬等を与える時期又は条件の
決定に関する方針を含む。）に基づき決定しております。なお、当事業年度の「親会社株
主に帰属する当期純利益」は1,330百万円となりました。
（業績連動報酬支給算式）
業績連動報酬支給額 ＝ 月額基本報酬 × 業績連動報酬支給倍率

ホ．非金銭報酬等に関する事項
　譲渡制限付株式報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとなるよう、基
本報酬や業績連動報酬の支給基準、役員報酬全体における各報酬の構成割合等を考慮し、
株主総会で承認された報酬等の総額、普通株式の総数の範囲内で、指名・報酬委員会での
審議を経た上で取締役会で決定しております。なお、当事業年度の株式報酬の交付状況は
4．当行の株式に関する事項（4）役員保有株式に記載の通りです。

（3）責任限定契約

（4）補償契約
　補償契約は締結しておりません。

（5）役員等賠償責任保険契約
　役員等賠償責任保険契約は締結しておりません。
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社外役員に関する事項

氏 名 兼 職 そ の 他 の 状 況

瓜 生 利 典

株式会社エフコム　取締役相談役
株式会社エフコムホールディングス　取締役副社長
株式会社エフコムマーケティング　代表取締役社長
株式会社マイコム　代表取締役社長
株式会社会津エフコム　代表取締役社長

松 本 順 丈 GPSSホールディングス株式会社　執行役員
GPSS イノベーションキャピタル株式会社　代表取締役

菅 波 香 織 弁護士

氏 名 在 任 期 間 取締役会・監査等委員会
への出席状況

取締役会・監査等委員会に
おける発言その他の活動状況

瓜 生 利 典 1年９か月
当事業年度開催の取締役
会13回全てに出席
当事業年度開催の監査等
委員会13回全てに出席

事業会社経営者としての豊富
な経験と幅広い知識に基づ
き、当行の経営に対する実効
性の高い監督等に十分な役
割・責務を果たしておりま
す。
また、取締役会が任意に設置
している指名・報酬委員会の
委員長を2024年６月から務
めており、取締役の選任や報
酬に関する事項について、独
立した客観的な立場から、意
見・提言を行うなど監督機能
の実効性向上に寄与しており
ます。

3.　社外役員に関する事項
（1）社外役員の兼職その他の状況

（注）社外役員の兼職先と当行との間には、特別な関係はありません。

（2）社外役員の主な活動状況
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社外役員に関する事項

氏 名 在 任 期 間 取締役会・監査等委員会
への出席状況

取締役会・監査等委員会に
おける発言その他の活動状況

松 本 順 丈 ９か月

2024年6月21日就任以
降開催の取締役会10回
全てに出席
2024年6月21日就任以
降開催の監査等委員会
10回全てに出席

日本銀行で長年培われた金融
業務経験や事業会社役員とし
ての豊富な経験と幅広い知識
に基づき、当行の経営に対す
る実効性の高い監督等に十分
な役割・責務を果たしており
ます。
また、取締役会が任意に設置
している指名・報酬委員会の
委員を務め、取締役の選任や
報酬に関する事項について、
独立した客観的な立場から、
意見・提言を行うなど監督機
能の実効性向上に寄与してお
ります。

金 成 孝 典 ９か月

2024年6月21日就任以
降開催の取締役会10回
中9回出席
2024年6月21日就任以
降開催の監査等委員会
10回中９回出席

地方行政において長年人事・
総務・地域産業振興の領域に
携わった経験と幅広い知識に
基づき、当行の経営に対する
実効性の高い監督等に十分な
役割・責務を果たしておりま
す。
また、取締役会が任意に設置
している指名・報酬委員会の
委員を務め、取締役の選任や
報酬に関する事項について、
独立した客観的な立場から、
意見・提言を行うなど監督機
能の実効性向上に寄与してお
ります。
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社外役員に関する事項

氏 名 在 任 期 間 取締役会・監査等委員会
への出席状況

取締役会・監査等委員会に
おける発言その他の活動状況

菅 波 香 織 9か月

2024年6月21日就任以
降開催の取締役会10回
全てに出席
2024年6月21日就任以
降開催の監査等委員会
10回全てに出席

弁護士としての豊富な経験と
幅広い見識に基づき、当行の
経営に対する実効性の高い監
督等に十分な役割・責務を果
たしております。
また、取締役会が任意に設置
している指名・報酬委員会の
委員を務め、取締役の選任や
報酬に関する事項について、
独立した客観的な立場から、
意見・提言を行うなど監督機
能の実効性向上に寄与してお
ります。

支給人数 銀行からの報酬等 銀行の親会社等からの報酬等

報酬等の合計 ７名 15（－） －

（3）社外役員に対する報酬等
（単位：百万円）

（注）1.　上記には、2024年６月21日開催の第119期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役３名を含んで
おります。

2.　記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。

（4）社外役員の意見
　特に意見はありません。
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当行の株式に関する事項

（1）株式数 発行可能株式総数 18,000千株
発行済株式の総数 12,701千株

（自己株式48千株を含む）

（2）当年度末株主数 9,997名

株 主 の 氏 名 又 は 名 称
当 行 へ の 出 資 状 況

持 株 数 等 持 株 比 率
H S ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 千株

2,455
％

19.40
大 東 銀 行 行 員 持 株 会 555 4.38
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 ( 信 託 口 ) 409 3.23
日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 223 1.76
株 式 会 社 東 邦 銀 行 196 1.55
さ わ や か 商 事 株 式 会 社 160 1.26
損 害 保 険 ジ ャ パ ン 株 式 会 社 152 1.20
バリューアップ２号ファンド投資事業有限責任組合 134 1.06
松 井 証 券 株 式 会 社 128 1.01
株 式 会 社 大 和 証 券 グ ル ー プ 本 社 123 0.97

株式の交付を受けた者の人数 株式の数
(株式の種類及び種類ごとの数)

取締役(監査等委員である取締
役を除く) 5人 普通株式　15,900株

4.　当行の株式に関する事項

（3）大株主

（注）1.　持株数等は、千株未満を切り捨てて表示しております。
2.　持株比率は、発行済株式の総数から自己株式数（48千株）を控除のうえ算出し、小数点第３位以下を切り

捨てて表示しております。

（4）役員保有株式
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当行の新株予約権等に関する事項、会計監査人に関する事項

5.　当行の新株予約権等に関する事項
（1）事業年度の末日において当行の会社役員が有している当行の新株予約権等

　該当ありません。

（2）事業年度中に使用人等に交付した当行の新株予約権等
　該当ありません。

氏名又は名称 当該事業年度に係る報酬等 そ の 他

EY新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員　小　川　高広
指定有限責任社員　久保澤　和彦

40 ー

6.　会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の状況

（単位：百万円）

（注）1.　監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が
適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額は妥当と判断し、同意
を行っております。

2.　当行と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報
酬の額を区分しておりませんので、当該事業年度に係る報酬等の額には、金融商品取引法に基づく監査の
報酬等の額を含めております。

3.　当行、子会社及び子法人等が支払うべき会計監査人に対する当該事業年度に係る報酬等の合計額は40百万
円であります。

4.　記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。

（2）責任限定契約
　該当ありません。

（3）補償契約
　該当ありません。

（4）会計監査人に関するその他の事項
会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　会計監査人の職務遂行状況、監査体制、独立性及び専門性などが十分でないと認められた場合
は、監査等委員会が会計監査人の解任又は不再任を決定する方針であります。
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財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針、業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

7.　財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
　特に定めておりません。

8.　業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
（1）業務の適正を確保するための体制

　当行は会社法及び同法施行規則に基づき、以下のとおり、業務の適正を確保するための体制を整
備しております。

①取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
・取締役会において「コンプライアンス基本方針」を制定し、その周知徹底を図る。
・行内のコンプライアンスに関する情報を一元的に管理する部署を経営部とする。
・本部及び営業店にコンプライアンス責任者を配置し、コンプライアンス遵守状況のモニタリン
グ、コンプライアンス・マインド醸成のための啓蒙活動等を実施する。

・法務・コンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンスに関する施策の検討、啓蒙・教
育、状況把握等について、定期的に検討・協議する。

・不祥事件の未然防止のため、使用人の人事ローテーション及び連続休暇制度を実施する。
・取締役会において「反社会的勢力への対応に関する基本方針」を制定し、反社会的勢力に対し
ては、毅然とした態度で臨み、不当要求は断固として拒絶する。

・取締役会において「マネー・ローンダリング及びテロ資金供与の防止に関する基本方針」を制
定し、マネー・ローンダリング及びテロ資金供与の防止のための実効的なリスク管理態勢を確
立する。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・行内の文書の作成、保存及び管理について、「文書規程」に基づき、適正に保存及び管理す
る。
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財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針、業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・取締役会において「リスク管理の基本方針」及びリスク管理に係る重要な規程等を制定し、適
切なリスク管理を行う。

・銀行全体のリスクを統合的に管理・コントロールする部署として、経営部（リスク担当）を設
置するほか、リスク管理委員会を設置し、各種リスクの評価、モニタリング、限度枠の設定・
管理等について検討・協議する。

・内部監査を行う部署として、監査部を設置し、監査方針、内部監査計画を取締役会で策定して
実施する。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・取締役及び使用人の職務の執行が効率的になされるよう、「社則」及び「事務規程」を制定す
る。

・取締役は会社法及び定款の定めに基づき、取締役会の委任を受けた範囲において、重要な業務
執行（会社法第３９９条の１３第５項各号に掲げる事項を除く。）の決定の全部又は一部を行
うことができる。

・迅速かつ機動的に経営の重要事項を決定し業務を執行するために、執行役員を設置する。

⑤当行及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
［子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当行への報告に関する体制］
・当行は、子会社の経営内容を的確に把握するため「関連会社管理規程」を制定し、協議・承認
事項や報告事項を明確化する。

［子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制］
・当行は「関連会社管理規程」に基づき、子会社が行うリスク管理上の重要な事項については、
事前に協議し、主管部及び関係部において適切な管理・指導を行う。

［子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制］
・子会社が策定する経営方針は、当行の主管部にて事前に協議する。
・当行は、円滑な子会社相互の活動と業務上の諸問題につき協調を促進するため、必要ある場合
には、関連会社会議を開催する。
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財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針、業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

［子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制］
・子会社においても、「コンプライアンス計画」及び「コンプライアンス・マニュアル」の規程
を具備させる。

・当行は「内部監査規程」に基づき、法令等に抵触しない範囲内で、子会社の業務執行状況につ
いて内部監査を実施する。

⑥監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項
・監査等委員の職務を補助するため、監査部内に監査等委員会事務局を設置する。
・監査等委員会事務局の人員は、監査等委員会と協議のうえ、必要な人員を配置する。

⑦監査等委員の職務を補助すべき使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立
性及び当該使用人に対する監査等委員の指示の実効性の確保に関する事項
・監査等委員会事務局に所属する使用人は、監査等委員会事務局の業務を行うにあたって、監査
等委員以外の者の指揮命令を受けない。

・監査等委員会事務局に所属する使用人の人事異動や評価等については、監査等委員会の事前の
同意を得る。

⑧当行並びに子会社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が当行の監査等委員
会に報告をするための体制その他の監査等委員会への報告に関する体制
・当行並びに子会社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、法令等の違反
行為、当行に著しい損害を及ぼすおそれのある事実、銀行法に定める不祥事件が発生した場
合、速やかに当行の監査等委員会へ報告することとする。

・「公益通報者保護規程」において、当行及び子会社の取締役（監査等委員である取締役を除
く。）及び使用人は、組織的又は個人的な法令違反行為等に関して、当行の監査等委員会へ報
告することができる。
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⑨前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保する
ための体制
・「公益通報者保護規程」において、通報者に対して当該通報をしたことを理由に解雇その他い
かなる不利益取扱も行わないことを定める。

⑩監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務の執行に
ついて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
・監査等委員会は、「監査等委員会規程」に基づき、監査等委員の職務の執行上必要と認められ
る監査費用について予算の決議を行う。

⑪その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・監査等委員は、会計監査のみならず、取締役会、常務会その他の重要な会議へ出席し、必要あ
ると認められるときは意見を述べ、そのほか往査による業務監査を実施する。

・代表取締役及び関係する取締役は、当行が対処すべき課題、監査等委員会による監査の環境整
備の状況、監査上の重要課題等について、取締役会等において定期的に監査等委員と意見交換
を行う。

・監査等委員会は、内部監査部門等と緊密な連携を保ち、内部管理体制における課題等について
定期的に意見交換を行い、内部監査の結果等の報告を受ける。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要について
　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりです。
①コンプライアンス体制
・インサイダー取引防止アンケートの実施や行内文書「法務・コンプライアンスニュース」を計
10回発刊してコンプライアンス・マインドの醸成に努めました。また、部店長会議や各種研修
会及び部店内においてコンプライアンス研修を当事業年度において計11回実施し、コンプライ
アンスの重要性について周知徹底を図りました。

・法務・コンプライアンス委員会を当事業年度において計5回開催し、コンプライアンスを着実に
実践するために必要な事項等について協議・検討を行いました。
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財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針、業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

②リスク管理体制
・リスクの種類、リスク管理の内容、リスク管理にかかる各委員会・各部署の役割等について定
めたリスク管理の基本方針に基づき、各リスクのリスク管理部署は、各リスクの状況等に関す
る討議を行いました。
また、リスク管理委員会を開催し、各種リスクの評価やモニタリング、限度枠の設定・管理等
について検討・討議を行いました。

・内部監査については年度毎に作成する内部監査計画に基づき、延べ130部店において内部監査
（現物監査、フォローアップ監査を含む。）を実施し、内部管理体制についての報告を受け必
要な改善指示を行いました。

③当行及び子会社における態勢
・関連会社業務進捗ヒアリングを当事業年度において計２回実施し、子会社の管理・指導を実施
いたしました。また、子会社の業務執行状況について、内部監査規程に基づき内部監査を実施
しました。

④監査等委員会に関する体制
・監査等委員会監査の実効性を高め、監査業務を円滑に執行するための体制を確保するため、監
査等委員会事務局として監査部所属の職員１名を配置しております。

・監査等委員は、監査等委員会を原則月１回（必要に応じて随時開催。当事業年度において計13
回）開催するとともに、取締役会をはじめとする重要な会議に出席し、必要に応じて意見を述
べました。また、常勤監査等委員は、業務監査を延べ30部店実施しました。

・取締役会の議案として、監査等委員会の監査所見に対する取組み等についての意見交換を行う
こととしております。

・常勤監査等委員と内部監査部門との情報交換を毎月1回行い、監査等委員会と会計監査人との意
見交換会を年2回開催したほか、三様監査機関（常勤監査等委員、内部監査部門、会計監査人）
協議会を年2回開催し、情報等についての意見交換を行いました。
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特定完全子会社に関する事項、親会社等との間の取引に関する事項、会計参与に関する事項、その他

9.　特定完全子会社に関する事項
　該当事項はありません。

10.　親会社等との間の取引に関する事項
　該当事項はありません。

11.　会計参与に関する事項
　該当事項はありません。

12.　その他
　該当事項はありません。
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貸借対照表

第120期末（2025年３月31日現在）貸借対照表
科 目 金 額 科 目 金 額
（資産の部）

現金預け金
現金
預け金
有価証券
国債
地方債
社債
株式
その他の証券
貸出金
割引手形
手形貸付
証書貸付
当座貸越
その他資産
前払費用
未収収益
その他の資産
有形固定資産
建物
土地
その他の有形固定資産
無形固定資産
ソフトウェア
その他の無形固定資産
前払年金費用
繰延税金資産
支払承諾見返
貸倒引当金

　

35,318
10,602
24,715
130,434
48,453
3,032

61,290
6,550

11,107
667,440

217
12,207

622,930
32,084
6,143

3
845

5,295
9,503
1,557
7,396
549
530
414
116
513
164
605

△2,677

　

（負債の部）
預金 732,774
当座預金 20,490
普通預金 492,954
貯蓄預金 6,911
通知預金 369
定期預金 210,613
定期積金 34
その他の預金 1,400
譲渡性預金 72,688
借用金 4,300
借入金 4,300
その他負債 4,692
未払法人税等 514
未払費用 457
前受収益 199
給付補塡備金 0
資産除去債務 29
その他の負債 3,490
賞与引当金 185
退職給付引当金 982
睡眠預金払戻損失引当金 71
偶発損失引当金 133
再評価に係る繰延税金負債 1,025
支払承諾 605

負債の部合計 817,460
（純資産の部）

資本金 14,743
資本剰余金 1,294
資本準備金 1,294
利益剰余金 24,266
利益準備金 1,097
その他利益剰余金 23,168
別途積立金 14,900
繰越利益剰余金 8,268

自己株式 △28
株主資本合計 40,276
その他有価証券評価差額金 △11,451
土地再評価差額金 1,691
評価・換算差額等合計 △9,759

純資産の部合計 30,516
資産の部合計 847,977 負債及び純資産の部合計 847,977

（単位：百万円）

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 37 －



2025/05/19 10:27:22 / 24179315_株式会社大東銀行_招集通知_電子提供措置用

損益計算書

第120期 ( 2024年 4月 1 日から
2025年 3月31日まで ) 損益計算書

科 目 金 額
経常収益 11,857

資金運用収益 9,287
貸出金利息 7,891
有価証券利息配当金 1,287
預け金利息 108
その他の受入利息 0

役務取引等収益 2,138
受入為替手数料 434
その他の役務収益 1,704

その他業務収益 1
国債等債券売却益 0
その他の業務収益 0

その他経常収益 430
償却債権取立益 66
株式等売却益 251
その他の経常収益 112

経常費用 9,912
資金調達費用 582

預金利息 518
譲渡性預金利息 53
借用金利息 10

役務取引等費用 1,456
支払為替手数料 32
その他の役務費用 1,423

その他業務費用 394
外国為替売買損 0
国債等債券売却損 393
その他の業務費用 0

営業経費 6,996
その他経常費用 482

貸倒引当金繰入額 369
貸出金償却 0
株式等売却損 36
株式等償却 0
その他の経常費用 74

経常利益 1,945
特別利益 1

固定資産処分益 1
特別損失 7

固定資産処分損 7
税引前当期純利益 1,939
法人税、住民税及び事業税 661
法人税等調整額 △13
法人税等合計 648
当期純利益 1,291

（単位：百万円）

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結貸借対照表

連結貸借対照表（2025年３月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資産の部）

現金預け金
有価証券
貸出金
リース債権及びリース投資資産
その他資産
有形固定資産
建物
土地
その他の有形固定資産
無形固定資産
ソフトウェア
その他の無形固定資産
退職給付に係る資産
繰延税金資産
支払承諾見返
貸倒引当金

　

35,319
129,938
666,189
2,612
8,383
9,773
1,611
7,535
626
559
441
117
452
227
605

△2,998

　

（負債の部）
預金 731,816
譲渡性預金 72,588
借用金 4,500
その他負債 6,417
賞与引当金 189
退職給付に係る負債 996
睡眠預金払戻損失引当金 71
偶発損失引当金 133
再評価に係る繰延税金負債 1,025
支払承諾 605

負債の部合計 818,344
（純資産の部）

資本金 14,743
資本剰余金 1,294
利益剰余金 25,634
自己株式 △28
株主資本合計 41,644
その他有価証券評価差額金 △11,451
土地再評価差額金 1,691
退職給付に係る調整累計額 △45
その他の包括利益累計額合計 △9,805
非支配株主持分 879

純資産の部合計 32,718
資産の部合計 851,063 負債及び純資産の部合計 851,063

（単位：百万円）

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

連結損益計算書 (2024年 4 月 1 日から
2025年 3 月31日まで)

科 目 金 額
経常収益 13,233
資金運用収益 9,292

貸出金利息 7,897
有価証券利息配当金 1,286
預け金利息 108
その他の受入利息 0

役務取引等収益 2,388
その他業務収益 1,115
その他経常収益 437

償却債権取立益 66
その他の経常収益 371

経常費用 11,216
資金調達費用 584

預金利息 518
譲渡性預金利息 53
借用金利息 12

役務取引等費用 1,444
その他業務費用 1,369
営業経費 7,318
その他経常費用 500

貸倒引当金繰入額 373
その他の経常費用 127

経常利益 2,017
特別利益 1

固定資産処分益 1
特別損失 7

固定資産処分損 7
税金等調整前当期純利益 2,010
法人税、住民税及び事業税 682
法人税等調整額 △10
法人税等合計 671
当期純利益 1,338
非支配株主に帰属する当期純利益 8
親会社株主に帰属する当期純利益 1,330

（単位：百万円）

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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会計監査人の監査報告書

会計監査人の監査報告書謄本

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 川 高 広
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 久 保 澤 和 彦

独立監査人の監査報告書
２０２５年５月13日

株式会社大東銀行
取締役会　御中

ＥＹ新日本有限責任監査法人
東　　京　　事　　務　　所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社大東銀行の２０２４年４月１日から
２０２５年３月３１日までの第１２０期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認
める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、
我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上
の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示
することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締
役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその
他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の
記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ
と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことに
ある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実
を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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会計監査人の監査報告書

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し
適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切である
かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。
計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計
算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専
門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査
手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス
ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理
性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に
基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるか
どうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類
等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、
計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入
手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性が
ある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい
るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎と
なる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制
の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行
う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、
並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じ
ている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容に
ついて報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以 上
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 川 高 広
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 久 保 澤 和 彦

独立監査人の監査報告書
２０２５年５月13日

株式会社大東銀行
取締役会　御中

ＥＹ新日本有限責任監査法人
東　　京　　事　　務　　所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社大東銀行の２０２４年４月１日から２０２
５年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資
本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、株式会社大東銀行及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況
を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人
は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人とし
てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入
手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示
することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締
役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はそ
の他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他
の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討する
こと、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うこと
にある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実
を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成
し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関す
る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。
連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な
虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対す
る意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計する
と、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断され
る。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専
門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査
手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手する。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す
る。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理
性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠
に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められる
かどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計
算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場
合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日
までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる
可能性がある。
・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が
基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証
拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。
　監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見
に対して責任を負う。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制
の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行
う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、
並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じ
ている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容に
ついて報告を行う。
利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以 上
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監査役会の監査報告書

監査等委員会の監査報告書謄本

監　査　報　告　書
当監査等委員会は、2024年4月1日から2025年3月31日までの第120期事業年度における取締

役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたしま
す。

1. 監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会

決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役
及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を
求め、意見を表明するとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
①　監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準及び内部統制システムに係る監査等委員会

監査の実施基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、当行の内部監査部門及び内
部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に
関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本店及
び支店において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会
社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受
けました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項)を「監査に関する品質管理基準」(企業
会計審議会)等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類(貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表)及びその附属明細書並びに連結計算書
類(連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表)について検
討いたしました。
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監査役会の監査報告書

2. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は
認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す
べき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

２０２５年５月１３日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社大東銀行　監査等委員会

常勤監査等委員 渡 辺 宏 和 ㊞
監査等委員 瓜 生 利 典 ㊞
監査等委員 松 本 順 丈 ㊞
監査等委員 金 成 孝 典 ㊞
監査等委員 菅 波 香 織 ㊞　

（注）　監査等委員　瓜生利典、松本順丈、金成孝典及び菅波香織は、会社法第2条第15号及び第331条第6項に規定する
社外取締役であります。

以　上
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地図

定 時 株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会　場

交通のご案内
電車でお越しの株主さま

お車でお越しの株主さま

〒963‐8004
福島県郡山市中町19番１号
当行本店大会議室(６階)
電話（024）925－1111

当日受付(入場)は午前9時より
開始いたします。

ＪＲ郡山駅より徒歩５分
　　　　　　　

本店南側のリパーク郡山大
東銀行南駐車場をご利用願
います。　　　
駐車場詳細図
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車椅子等にてご来場の株主様には、会場内に専用スペースを設けて
おります。ご来場の際には、会場スタッフがご案内いたします。

ホームページ　https://www.daitobank.co.jp/

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。


